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Abstract 
This study organized previous discussions on renewable energy from a viewpoint of the contributions to local 
economies. In most previous works, energy business that depends on nuclear energy was considered to have a 
centralized structure. Meanwhile, renewable energy was considered to be geographically-distributed and have potentials 
to contribute to local economies. Renewable energy is becoming popular in Japan due to the feed-in tariff system. 
However, some pointed out that renewable energy was not contributing to local economies, even though it was 
geographically-distributed. 













































（1997 年 4 月制定）、電気事業者による新エネルギ
ー等の利用に関する特別措置法（2002 年 6 月制定）、











































































































表２ 北海道 T町の町営風力発電（T町所有 3基、
0.2 万 kWh）からの収支状況 
収入 売電金額 5,300 万円 
支出 
起債償還額 2,900 万円 
基金設立金その他 2,100 万円 
支出計 5,000 万円 
収支 300 万円 
（資料：大友詔雄（2012）「自然エネルギーが生
み出す地域の雇用」） 
表３ 北海道 T 町の民営風力発電（本州大手の民




土地借料（6,000 ㎡） 14 万円 
円万52税人法



















円から経費を差し引いた 300 万円である。 




の 8 倍以下）である（表２、３）。 
ＦＩＴによって各地で再生可能エネルギーの
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取り組みが具体的に展開されることで、ロビンズ
が想定していた政治的平等、ひいては地域経済の
再生などが必ずしももたらされるものではない
ことが、多くの事例によって語られるようになっ
た。 
５．おわりに 
 本稿で明らかになったのは、以下の点である。
 ロビンズは集中型、中央集権型のエネルギーを
批判した上で、分散型エネルギーを提案した。そ
の視点の一つとして地域経済への貢献があり、そ
の後の再生可能エネルギーの主要な議論の柱と
して、重要な位置を占めてきた。（ロビンズ, 1979）
しかしながら、日本で実際に再生可能エネルギ
ーの普及がすすむと、地域経済への貢献（雇用な
ど）を達成した事例はほとんどなかった。そこで、
再生可能エネルギーに関する議論も、そうした現
実の事例を踏まえて、再生可能エネルギーが地域
経済に寄与していない、という著書・論文が多く
でてきた。 
「原子力発電は中央集権的で市民や地域に不
平等をもたらす。一方、再生可能エネルギーは分
散型で平等」というロビンズの提唱した理念は、
日本のＦＩＴの現場では実際にはそうではなか
った、ということである。 
しかしながら、表３を注意深く見れば、固定資
産税の減免措置さえなければ、協力金がなくても、
Ｔ町は民営の風力発電によって 9,000万円の税収
が得られていたことがわかる。 
ロビンズが提唱した再生可能エネルギーによ
る政治的平等、市民・地域経済の回復などは、そ
の取り組み方法を変えていくことで獲得可能で
はないか、と考えられる。 
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